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４． 河川防災に係る調査結果

防災支援プロジェクト形成調査報告書（河川防災）
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１．河川防災機関の現状と課題

１－１　現状分析

　パキスタンにおける河川防災の関連機関としては、国全体の各種災害をマネージメントする機

関として国家災害管理局（National Disaster Management Authority：NDMA）があり、その地方

組織として州災害管理局（Provincial Disaster Management Authority：PDMA）、県災害管理局

（District Disaster Management Authority：DDMA）がある。河川関係の防災に関しては連邦洪水

委員会（Federal Flood Commission：FFC）とパキスタン気象庁（Pakistan Meteorological

Department：PMD）がある。また主要な援助機関としてアジア開発銀行（Asian Development Bank：

ADB）がある。これらの機関の現状は次のとおりである。

（1）NDMA

　　NDMA は、2006 年 12 月に公布された国家災害管理令（National Disaster Management

Ordinance：NDMO）に基づき、国家災害管理委員会（National Disaster Management

Commission：NDMC）が形成され、設置された。現状は職員 20 名であるが認められている

職員は 110 名である。当面の業務は国家災害管理研究所（National Institute of Disaster

Management：NIDM）の設立を図っている。PDMAについては、2007 年にNDMCから州政

府に設立するよう告示があり、現在各州で設立されつつある。

（2）FFC

　　FFCは 1977年に、1973年及び1976年の洪水による多大な被害を契機に、連邦として洪水

の防止を行う必要性が認識され設立された。それまでは州の灌漑局（Provincial Irrigation

Department：PID）が洪水対策工事の計画策定と実施を担っていた。

　　FFC の役割は次のとおりである。

（a）全国洪水防止計画の策定

（b）州及び関連連邦機関の洪水防止事業の承認

（c）洪水防止の貯水池制御に関する勧告

（d）洪水防止施設の被害及び復旧計画の審査
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（e）洪水予警報システムの改善措置

（f）洪水防止のための研究の整備

（g）洪水防止工事の設計と仕様の基準作成

（h）国家洪水防止計画（National Flood Protection Plan：NFPP）の進展状況の評価と監視

（i） 州政府の洪水防止計画の実施状況の監視

　　なお、連邦政府は州のプロジェクトの予算に見合う資源を確保する。

　　NFPP に従って事業がこれまで実施されており、その概要は次のとおりである。

　　事業は第 1 期、NFPP- Ⅰ～Ⅲまで完了し、2007 年から始まった NFPP- Ⅳが現在実施中で

ある。これで明らかなように、これまで計画の約30％が実施されず、次の期間の計画に繰り

越されている。

表１　NFPPの実施状況（単位：100 万ルピー）

NFPP-Ⅳ

2007－ 2016

30,000

-

-

NFPP-Ⅲ

1998－ 2006

11,703

7,580

4,123

項　目

期　間

事業計画

実施状況

次期繰越

NFPP-Ⅰ

1978－ 1987

1,942

1,623

396

NFPP-Ⅱ

1988－ 1987

11,568

8,611

2,957

　　事業の内容としては、既存堤防の強化、水制及び 2線堤防の建設、洪水予警報システムの

整備からなっている。また、工事は前年被害を受けた箇所の復旧と河道が道路や市街地に約

1km 近づいた場合の水制や 2 線堤の建設からなっている。

（3）PMD

　　PMD は気象に関する研究と観測、これに伴うサービスの提供を実施している防衛省

（Ministry of Defence）に所属する機関である。気象以外に水文や地震等の業務も行ってい

る。

　　一般の気象及び地象に関する観測網と観測結果の迅速な伝達を図る遠隔通信システムを整

備している。観測結果を用いて、予報及び警報を航空、農業、船舶、スポーツ、灌漑等に提

供している。また、長期的な気象及び地震の傾向を評価するための資料の発行も行ってい

る。また、洪水予警報システム、地震及び核爆発探知システム、レーダー、衛星、電子計算

技術を導入している。

　　洪水予警報に関してはラホールに洪水予警報部（Flood Forecasting Department：FFD）を

有し、117名の職員で構成され、降雨観測結果、洪水観測及び予測結果の提供を行っている。

（4）ADB

　　ADBは洪水対策についての主要な援助機関として、1998～ 2006年まで、第 2次洪水防止

セクタープロジェクトとして計画で 2億ドル、実績で 6,110 万ドルの借款を、インダス川防

災に提供した。国家洪水防止計画の実施はかなりの部分これによりなされた。
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１－２　課題抽出

　防災機関として NDMA に関してはあとに述べることとし、NDMA と他の機関との関係及び

FFC、PMD の個別の課題について検討する。NDMAは、新たに設置された機関であり、その役

割は明確になっていないが、洪水関係の防災に関しては既にFFCがあり、全体の調整はここで実

施されている。したがって、NDMAは災害全体の管理を担当し、そのなかで洪水防止を FFC が

実施するものと考えられる。また、FFCがこれまで実施してきた対策は施設の建設と PMDによ

る洪水予報が主であり、これ以外の施設によらない対策に関しては、NDMAの下で地方のPDMA

及びDDMAが実施することになろう。したがって、NDMAと他の機関の関係については、役割

分担を明確にして、連携を図ることにある。

　FFCは各州のPIDが実施していた洪水対策事業の調整を行い、全体を取りまとめる機関として

設置された。したがって、洪水防止に関しては全体計画策定や調整、事業の審査等に関して

NDMAが実施する役割は小さいと考えられる。ADBのインダス川洪水防止事業の評価でも述べ

られているように、FFCは審査等の業務で事業の迅速な実施を妨げたことからモニタリングを主

体とすることが望ましいとの意見が出されている。全体を統括する組織が更にできることは、実

施に際して支障となる可能性がある。

　洪水対策は、施設による対策がその主要な部分を占め、実態的には州の灌漑排水部門が事業実

施している。また、洪水対策事業は灌漑及び排水事業とも密接な関係にあり、それらとの連携を

図るためにも、事業の主体は州の灌漑排水部門が実施することが効果的と考えられる。

　FFCに関しては、これまでも計画を作成し実施してきた実績を有しているが、役割が広く、か

つ権限を有していることから、能力開発が求められよう。これまでの対策は応急対応にとどまっ

ており、長期的、戦略的検討、又災害リスクの軽減の観点に防災管理が求められ、これらの能力

を有する人材開発が必要である。またインダス川の対策に関しては、各州が計画を策定している

と考えられるが、全体の調整や最適化に関しては十分ではないと考えられ、マネージメントの能

力開発が求められる。

　PMDに関しても、パキスタンで発生している災害の実態を基に、必要な気象情報を提供してい

くことを検討する人材が不足していると考えられる。
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２．河川災害の実態

２－１　概　要

　パキスタンにおける洪水の被害の状況は次のとおりである。

表２　主要な洪水により人命及び財産の被害（損害は 100 万ルピー）

影響村落

10,000

11,609

4,498

9,719

18,390

9,199

1,000

13,208

6,852

50

4,376

47

1,931

2,477

93,356

人　命

2,190

160

83

474

425

393

508

1,008

591

219

484

85

59

541

7,220

年

1950

1956

1957

1973

1976

1978

1988

1992

1995

2001

2003

2004

2005

2006

Total

損害額

200

156

153

5,137

5,880

4,478

6,879

34,751

6,125

450

5,175

15

69,398

損害額（調整）

11,282

7,356

6,958

118,684

80,504

51,489

25,630

69,580

8,698

450

5,175

15

385,821
注：損害（調整）は2002年価格

　過去59年間の洪水による被害は人命7,200名、資産は3,800億ルピーに達している。被害の形

態としては、公共施設、農作物、資産などである（Annual Flood Report 2006, Federal Flood

Commission, Ministry of Water Power, Government Pakistan：www.pakistan.gov.pk/ministries/water-

power-ministry/media/Final.pdf）。

　洪水はパキスタンでは大別すると河川洪水（River Flood）、フラッシュフラッド（Flash Flood）、

都市洪水（Urban Flood）、海岸洪水（Coastal Flood）に分けることができる。河川洪水はインダ

ス川の氾濫により生じるもので、数日継続する。また、フラッシュフラッドは山岳地帯で豪雨に

より短時間で洪水が発生するもので、土砂の流出を伴う場合がある。都市洪水はイスラマバード

のような都市で浸水被害が生じるものである。海岸洪水はサイクロンによる高潮と高波、又津波

による氾濫であり、このほかに海岸侵食も現地で見られたので、合わせて海岸災害として述べ

る。

２－２　河川洪水

　インダス川の中流及びその支川であるジェラム川（Jhelum）、チェナブ川（Chenab）、ラビ川

（Ravi）、ステジ（Sutlej）の流域に、晩夏の 7～ 9 月のモンスーンによりもたらされる雨により

発生する洪水とモンスーンの初期の上流山地の雪解けが加わった洪水がある。流域面積が

3万 3,280km2のジェラム川は過去 75年間で 2万 8,000m3/s 以上の洪水記録が3回あり、最近発生
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したのは 1992 年の 9月である。想定される可能最大洪水流量は観測地点によるが 4万 8,000 ～

7 万 m3/s の範囲にある。

　インダス川のそのほとんどが堤防で囲まれており、河道の制御のために水制が設けられ、重要

な都市は2線堤で守られている。主な災害は、河道の蛇行により河岸が決壊し堤防が破堤の危険

にさらされること、波により法面が洗われること、水位が上昇し越流すること、堤防が浸透によ

り破壊すること、堤防が地盤の浸透により破堤することなどであり、また、堰などの構造物が危

険にさらされた場合には堤防を切る場合がある。

　堤防が切れた場合には、周辺の地盤が低いために氾濫が広範囲に及び、農地や住居に被害をも

たらす。堤防で囲まれた氾濫原や高水敷にも農地や住居があり、氾濫しなくても浸水被害は生じ

る可能性がある。

２－３　フラッシュフラッド

　北部の山岳地帯、丘陵地域、バロチスタン州のインダス川に比較して流域面積が小さい河川で

は、フラッシュフラッドが生じ、場合によっては土砂の流出を伴い、住居や農地に被害をもたら

している。

２－４　都市洪水

　パキスタンでは都市化が進み、1951 ～ 1998 年までに全体の人口は 4倍であるが、都市人口は

7倍に、又全体に占める都市人口の割合は、1951年の17.8％から1998年の33％に増加している。

このために都市化に伴う洪水が生じている。

　都市の開発に伴う洪水として、イスラマバード、ラワールピンジ、ラホール、カラチで見られ

た。イスラマバードと隣接するラワールピンジの中心を南北に貫流するライヌラー川は、両市の

市街地開発と人口や資産の集中により都市型の洪水が発生している。都市化に伴う住宅や道路の

建設により緑地が減少し、河川への洪水流出量が増加するとともに、流出時間が短くなってい

る。また、橋梁等により洪水の流下が妨げられるとともに、河岸付近での住宅開発により、被害

が発生しやすくなっている。

　これらの対策として、日本の援助でマスタープランの策定及び洪水予警報システムの整備が現

在行われている。しかし、現状でも河岸に不法建築とみられる民家が張付いており、計画に述べ

られている遊水地と放水路の建設、河川敷内での土地利用の規制などの対策がまだ採られておら

ず、このままでは洪水被害の軽減は限定されたものにならざるを得ない。

　ラホールにおいては、年間5～10回市街地で浸水が生じており、道路交通に支障が出ている。

現地調査時にも8月13日（水）に降雨があり、14日になっても道路脇の水は引いていなかった。

浸水域は区（Cantonment Board）及び Defence Housing Authority（DHA）による住宅開発が行わ

れている場所である。降雨量はラホールで 168mmであり、20年ぶりといわれている。被害とし

ては、道路の浸水と車の排水溝への転落、鉄道車両基地や墓地の浸水であり、泥でできた住宅の

屋根が落下し、住んでいた家族が9名重症を負う事故が2ヵ所で生じている。ラホールは地形が

平らなために排水が困難なことに加えて、田畑を新たに住宅地として開発したことにより遊水機

能が減少し、又排水路が整備されていないことから洪水被害が生じたものと考えられる。

　カラチでは、市の中心を流れるリヤリ川（Lyari）が高速道路の建設に合わせて川幅が広げら

れ、不法建築が撤去されているが、それにつながる小川（nallah）が住宅の不法占拠、ゴミの投
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棄、土砂の堆積により流下能力が低下し、又市街地の排水路が整備されておらず、洪水の危険に

さらされている。カラチ市（CDGK）は河川の清掃のためのトラックやクレーン、排水のための

ポンプを整備し、河川や排水路の浚渫を実施している。長期的には不法占拠の撤去による元の川

幅の回復、流下能力向上のための河道整備、河道両側の管理道路の建設を計画している。なお、

カラチにおける1931～ 2007年までの77年間の月平均雨量の最大は７月の85.5mm、年平均雨量

は 172.8mm、24 時間最大降雨量は 7 月に発生し 207mm である（Cyclone Contingency Plan for

Karachi City 2008 (Draft), National Disaster Management Authority, Government of Pakistan, July,

2008）。

　カラチについては現在日本の援助で上下水道整備のマスタープランを作成したが、これには雨

水の排水は含まれていない。現在排水路はゴミの投棄や土砂の堆積で断面が縮小し、雨水排水路

としてではなく、下水路として利用されている。このため、洪水の問題は残っており、雨水排水

路の整備を必要としている。なお、この事前調査でカラチの確率最大日雨量が調べられており、

年による変動が大きく年平均雨量が約200mmと少ないにもかかわらず、表３に示すように50分

の 1 の日降雨量は 221mm とほぼ年平均雨量と同じである（パキスタンカラチ市上下水道整備計

画事前調査報告書、平成 17年 8月、独立行政法人国際協力機構）。このため、異常な降雨の発生

する可能性があり、単に年平均雨量が少ないといっても、洪水の問題が発生する。

表３　カラチの確率日降雨量

100年

263.6

10年

133.7

確率年

日降雨量（mm）

2年

54.6

5年

99.4

20年

169.8

50年

221.3

　経済が発展し都市化が進むと洪水が発生しやすくなる。パキスタンでもイスラマバード、ラワ

リ－ルピンジ、ラホール、カラチでこのような状況がみられる。洪水対策として、まず既存の河

川及び排水路の維持管理、河道整備が基本的な対策であり、これに加えて、浸水しやすい地域の

土地利用の規制、都市開発による不浸透面積の増加を補償するための遊水地の設置、予警報シス

テムの整備があげられる。これらの対策は、都市が開発されたあとに実施することは無駄が多

く、現在から計画的に実行していく必要がある。

　開発途上国特有の問題として、河川敷の不法占拠があり、この現象は各地でみられたが、流下

能力の低下とともに洪水時に多くの人命が失われる可能性を有している。この問題は単に規制

し、立ち退きを迫るだけでは問題に根本的な解決にならず、貧困層解消を図る社会開発とともに

実施する必要がある。

２－５　海岸災害

　パキスタンの南、シンド州及びバロチスタン州は海岸に面しており、高潮、津波、侵食などの

海岸災害を受けている。

（1）サイクロン

　　パキスタンのサイクロンによる被害は1965年 12月にカラチとタッタを襲い、約1万人に

影響を与えたサイクロン、1999年 5月にシンド州のバディンとタッタを襲い、死者202名、
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家屋の損傷約14万戸に及んだサイクロン、2007年6月のシンド及びバロチスタンに来襲し、

250万人が影響を受けたサイクロンがあげられる。これらの被害は豪雨や強風が原因で、海

岸では高潮の影響もあると考えられるが、十分な記録がない。

（2）津　波

　　パキスタンは津波を受けた歴史を有しており、1945 年の 11 月 28 日にマグニチュード

8.3の地震によりマカラン（Makran）海岸では12～ 14mの津波が来襲し、パスニ（Pasni） で

は少なくとも 4,000 名の人命が失われた。震源から450km離れたカラチでも 6ft の津波が港

に押し寄せた。

（3）海岸侵食

　　カラチ南西部の海岸は砂浜海岸であり、西のパラダイスポイントから東のマノラ島間の

ホークスベイ（Hawkes Bay）の海岸では、汀線付近に建てられた家が写真に示すように侵食

により倒壊していた。なお、現在Google Earthで示されている画像ではこの家は倒壊してい

ない。また、報告によると海岸では砂の採取が行われるとしている。この海岸は開発が盛ん

なカラチに隣接しており、建設骨材としての砂利が採取しており、今後も規制等がなければ

継続するものと考えられる。また、波で形成された砂丘に小屋が建てられ、サイクロンによ

り高波や高潮災害は発生する可能性を有している。

　　インダス川の河口のデルタは、川から流出した土砂、主にシルトで形成されており、過去

前進してきた。しかし、近年の水利用による洪水の減少、上流のダムや灌漑水路でのシルト

の堆積により河口を流出する土砂の量は減少していると考えられる。このため、河口デルタ

は後退している。この問題の解決にはインダス川全体の土砂収支の検討を行い、対策案を評

価し、実施する必要があるが、規模が大きいこと、影響範囲が広いことから長期的な課題と

考えられる。

２－６　バディン県

（1）概　要

　　バディン県は面積 6,525km2、人口 1,100 万人で主要な産業は農業、畜産業、園芸、工業で

ある。また、農作物は夏期にサトウキビ、米、トマト、冬期は小麦、ヒマワリ、野菜である。

　　バディン県ではサイクロン、洪水、豪雨、地震による災害あり、その歴史は表４に示すと

おりであり、近年の被害は 1999 年のサイクロンが大きく、次に 2003 年の洪水による。

　　被害を受けやすい地域は、アラビア海に面する海岸域に沿った集落である。また、Left

Bank Outfall Drain（LBOD）の影響による災害もある。バディンに来襲するサイクロンはそ

のほとんどがベンガル湾で発生し、豪雨、強風、高潮により特徴づけられ、人命の損傷、資

産の損害、農作物や畜産物の被害が生じている。

　　バディン県の防災管理担当者の説明によると、最も大きな問題はLBODに関連する問題で

あり、これにより 1999 年のサイクロン、2003 年の洪水による被害が拡大したとしている。

すなわち、計画に際して排水路の流下能力不足、潮汐の影響を十分考慮していない、住民参

加がなされていないことがその大きな原因と考えている。
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表４　バディン県災害の歴史

影響人員

（1,000人）

170

250

210

160

225

452

171

560

45

25

家屋損傷

（戸）

1,650

1,400

2,000

1,000

1,200

56,678

800

22,567

500

1,500

災　害

サイクロン

豪　雨

洪　水

洪　水

豪　雨

サイクロン

地　震

洪　水

洪　水

サイクロン

年

1964-5

1973

1976

1988

1994

1999

2001

2003

2006

2007

死　者

（名）

90

20

40

15

20

176

5

115

2

-

土地被害

（Km2）

200

300

300

100

150

2,630

280

809

50

-

家畜損傷

（頭）

80

40

98

20

60

17.3

5

850

3.5

-

（2）LBOD

　　これは、1970年に水電力庁（Water Resources & Power Development Authority：WAPDA）

により構想された計画で、1983年に工事が開始された。これはシンド州の南、インダス川の

下流ナワブシャ（Nawabshah）、サンガール（Sanghar）、ミルプールカス（Mirpurkhas）、バ

ディン（Badin）の 4県、約 127 万エーカーの土壌の湛水害（Waterlogging）と塩害防止を目

的としている。工事は、LBOD、KPOD、DPOD、潮汐水路（Tidal link）の 4 本の排水路、

排水を集めるための集水路と井戸、水環境保護のためのチョリリ堰（Choliri Weir）からなっ

ている。LBODは延長 131 マイル、設計流量 2,400m3/s、KPOD は延長 36 マイル、設計流量

3,200m3/s、DPODは延長 251 マイル、設計流量 2,000m3/s、潮汐水路は延長 24 マイル、設計

流量 6,150m3/s、チョリリ堰は長さ 1,800ft の諸元を有している。集水路は主排水路 208 マイ

ル、支排水路 131 マイル、井戸は 1,794 本である。

　　この施設は1998年にチョリリ堰が流出し、1999年には潮汐水路とKPODの底幅が92ftか

ら 500ft に広がり、2003 年には豪雨により水路の 13 ヵ所で破堤し、2006 年にも豪雨により

破堤や越流が生じた。

　　排水路の上流で洪水になった場合には7日以内に排水できるようになっているが、排水を

容易にするために農民は水路の堤防を切るために、下流では越流が生じている。また、上流

のコトリ区（Kotri Command）の洪水もLBODに排水されるようになっている。このため下

流では氾濫を生じる。現在いくつかの対策が講じられているが、下流の住民の問題は十分解

決していない（Sindh Irrigation and Drainage Authority：SIDA, Hyderabad, Presentation on LBOD

System）。

　　この事業は世界銀行の融資を受けていることから、世界銀行でも原因の究明と問題の解決

を図っている。しかし、災害の状況に関して十分な資料がないために原因解明は困難として

いる。

　　計画では施設が排水路であることから、洪水時の排水能力を十分確保していない可能性が

ある。世界銀行の施設の再設計のTORに当初設計時の雨量 42mmに対し、50分の 1の確率

で75mm、洪水時の雨量295mmに対応する歴史的な雨量300mm以上についても検討するよ
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う規定されており、上流での洪水排水のために、水路の堤防を切ることを想定していなかっ

たことも、被害をもたらした原因と考えられる。

　　干潟に排水路を設けたために、海水が流入しやすくなり、淡水湖であるサンドダンド

（Sandho Dhand）への塩水の浸入を防止するために設けられたチョリリ堰が倒壊し、潮汐に

よる海水の入退潮量及び水位変化が大きくなり、潮汐水路が拡大したものと考えられる。ま

た、このために排水が困難になっている可能性がある。

（3）現地の状況

　　バディンから南に灌漑水路に沿って下がり、排水路であるLBODと潮汐水路が接続するゼ

ロポイントを通過し、潮汐水路の先端の状況を見た。水路はシルトで構成されており、河岸

では水路に沿ってクラックが入っており、崩壊する可能性を示している。また、支水路が流

入する位置では流入口の対岸に新しい護岸が設けられおり、浸食された可能性を示してい

る。途中の集落では、1999 年のサイクロンにより水位が 14ft まで上がり、33 名の命が失わ

れたといわれている。

　　氾濫の原因は上流からの洪水と、海からの高潮によると考えられるが、その実態について

は十分把握されていない。これは対策を検討するうえで大きな支障となっている。また、集

落は散在しており、避難にしても困難を伴うと考えられる。

２－７　タッタ県

（1）概　要

　　タッタ県はパキスタンの最も貧乏な県で特に海岸域に住む人は更に貧しいといわれてい

る。このため災害に対しては脆弱で、サイクロン、洪水、旱魃に見舞われてきた。

（2）災害状況

　　主要な災害は表５のとおりである。

表５　タッタ県の主要な災害

影響地域（Tehsil）

ケティバンダ、シャーバンダ、カロチャン

全　県

タッタ、スジャワール、カロチャン、シャーバ

ンダ、ジャティ

全　県

ケティバンダ、シャーバンダ、カロチャン、

ジャティ

タッタ、サクロ、カロチャン、ケティバンダ

全　県

ケティバンダ、シャーバンダ、カロチャン、

ジャティ

タッタ

災害の種類

サイクロン

豪　雨

洪　水

豪　雨

サイクロン

地　震

洪　水

津　波

旱　魃

発生年

1964

1973

1976

1994

1999

2001

2003

2005

2005

被害程度

中規模

大規模

中規模

大規模

大規模

小規模

中規模

大規模

小規模
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　　表５を見ると、特定の限定された地域、すなわち海の最も近いケティバンダ、シャーバン

ダ、カロチャンが常に被害を受けている。

　　タッタ県はバディン県と合わせて1999年のサイクロンにより73の集落が影響を受け、

死者 168 名、家畜 1万 1,000 頭が失われ、約 60 万人が影響を受けた。また、1,800 の小船、

642 の船が失われ、公共施設の被害は 7 億 5,000 万ルピーに達したと推定される。

（3）現地の状況

　　ケティバンダはインダス川の河口に位置し、古くは米の積み出し港として栄えた場所であ

るが、現在は写真に示すように、周囲を堤防で囲まれている。近くの集落では竹で家屋が造

られており、床の高さが満潮時の潮位程度であり、周辺の堤防もこの高さのために月2回大

潮時に浸水している。地盤を上げ、又は高床式にすることは行われていない。また、移住す

ることも、漁業のために海の近くに住む必要のあることから考えていないようである。堤防

の高さも低く、地盤高も低いことからサイクロンにより高潮が来襲すると浸水被害は当然生

じると考えられる。

３．国家災害管理局（NDMA）の役割と課題

３－１　NDMA

　NDMAは災害管理を通して、これまでの受身の応急対応から積極的な対応を行う機関として設

立された。したがって、災害のリスクを軽減し、準備し、対応し、復旧する役割を担っている。

また、災害管理の政策、戦略、プログラムを効果的に実施し、災害に対して組織的又効果的に対

応することが期待されている。このため、政府の関係機関及び州、県の関係機関との連携を図る

予定である。州及び県にはPDMA及びDDMAが設置されることから、NDMAはこれらに対し被

害軽減のための計画、戦略、プログラム作成に関して技術的支援を行うとともに、防災政府関係

者の能力開発を図る計画である。

　河川防災に関しては既に FFCがあり、NFPPの策定、実施の審査、結果のモニタリングを行っ

ており、その成果は最近では毎年洪水報告として発刊されている。また、PMDは洪水の予警報シ

ステムを整備し、警報を関係機関に伝達している。

　NDMAの役割をこのような状況から考えると、河川災害も含めた各種災害に対する戦略、すな

わち発生確率と被害の程度を表す災害のリスクを評価し、限られた予算及び人材の下で重点的に

実施すべき方策を実施することが求められる。また、災害はまれにしか発生しないが、一度発生

するとその規模が大きくなる特性を有することから、長期的に災害に対する関心をもつ必要があ

る。現在、洪水災害は数年間隔で発生しており、この点では忘れられることはないと考えられ

る。しかし、津波やサイクロンに関しては比較的まれであり、関係者の関心を保持することも

NDMA の大きな役割と考えられる。

　これまで洪水災害に関しては、主に構造物により対応が主体であったが、非構造物対策、例え

ば土地利用の規制や避難を含めて対応するためには、FFC及びそれにつながるPID以外に、州又

は県の他の機関が広くかかわってくることから、PDMA及びDDMAが調整のために重要な役割

を担うと考えられる。

　NDMAの設立は、兵庫行動枠組みを受けていると考えられ、そのなかで強調されているのは応

急対応に加えて戦略的な対応を図ること、災害に強いコミュニティを構築することである。NFPP
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についても、その内容をみると被災を受けた堤防を復旧する応急対応が主体であり、戦略的な観

点からは計画を策定し、実施されていない。また、河川防災のなかでインダス川の洪水対策につ

いては全国的な視点が必要であるが、フラッシュフラッド、都市洪水、海岸洪水いずれも地域特

性があり、コミュニティの参加が求められる。この意味で NDMAは新たな視点から河川防災を

計画し、実施することを指導する立場にあると考えられる。

３－２　国家災害管理研究所（NIDM）

　国家防災機構NIDMは、法令によると主に災害リスク管理に関する研修と研究を計画及び進展

させることを役割としている。

　すなわち、

・研修手段の開発、研修プログラムにおける研究と文書化の実施

・災害管理に関するすべての分野での人材開発の明確化と実施

・国家レベルの政策形成の支援

・人材開発や研究実施機関に対する支援

・州における政策、戦略、フレーワーク策定の支援

・災害管理のための教材の開発

・利害関係者の災害への関心の促進

が主要な役割である。

　河川防災におけるNIDMの役割に関しては、技術的な側面に関してはPIDが研修を実施するの

が適当と考えられ、非構造物対策に関する防災研修を実施することになろう。また、これは災害

管理の一部と考えられる。

３－３　 防災枠組み

　NDMAの設置と合わせて防災危機管理フレームワーク（NDRMF） を策定している。このなか

で当面 5 ヵ年間に実施する枠組みとして次の 9 項目があげられている。

・組織と法制整備

・国家災害と脆弱性評価

・訓練、教育、啓発

・防災管理計画促進

・コミュニティリスク軽減プログラム

・各種災害早期警報システム

・開発による災害リスク軽減

・緊急対応システム

・復興能力開発

　NDRMFと河川防災との関係は、現在実施中のNFPPは予警報を除き実質的には応急対応であ

り、災害リスク管理及びコミュニティリスク軽減の観点はほとんど含まれていないことから重複

することはなく、むしろ総合的な防災対策を図ることができると考えられる。

３－４　課　題

　NDMAの課題としては、防災戦略を検討する組織でありながら、その組織戦略がまだ明確でな
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いことがあげられる。

　NDRMFについては作成されているものの網羅的であり、パキスタンの災害の実態とこれまで

の対応策、その効果と影響、経済発展等将来発生する問題を明らかにして、パキスタンに適合し

た戦略を立てていない。州及び県の防災計画策定マニュアル及びその結果である防災計画をみて

も、まだ応急的な対応に限定されている。

　河川防災の面からはこれまでの施設による対策から非構造物対策、すなわち調整的方法である

土地利用の規制、災害保険、避難などを含めた対策に移行し、それをNDMA、PDMA、DDMAが

担当することになると考えられるが、関連機関との調整があり、主体性を発揮して実効あるもの

にすることができるかどうかが課題である。

４．防災計画策定状況

　河川防災に関連する計画のうち、洪水に関してはFFCがNFPPを策定し、PC-Ⅰの承認を得る

段階である。これは2007～ 2016 年までに9機関が提案し、調整を行った総額300億ルピーの計

画である。

　NDRFMにも河川防災は関係しており、先に示した9項目のなかの防災管理計画の策定支援を

受けた各州及び県の防災計画が策定又は承認を得る状況である。これまでに州の防災管理計画

PDRMPは、北西辺境州（NWFP）を除く全州でドラフトが完成し、県のDDRMPは6県で試行さ

れ、4県でドラフトが完成している。

　今回、現地調査を行ったシンド州については、NFPP のなかで、堤防の強化として計画に含ま

れる優先プログラムは 77 億 5,000 万ルピーであり、州が要求した一般プログラムは 277 億

8,200万ルピーである。各区域を分けて施設計画、すなわち堤防護岸の設置と補修、水制の建設、

堤防の建設と強化の計画を策定している。また、洪水予警報に関連するPMDの計画として22億

ルピーが含まれ、8ヵ所のレーダーの建設、画像伝送システムの設置、北部辺境州の洪水予警報

システム整備、既存の洪水予警報システムの改良、フラッシュフラッドの予警報システムの整備

が計画に含まれている。

５．河川防災の現状と課題

５－１　概　要

　パキスタンの河川に関連する防災の現状に関して、シンド州を除く各州の施設概要を述べると

ともに、PMD が実施している洪水予警報システムについてその現状と計画について述べる。ま

た、現地調査の対象であるシンド州及びバディン県、タッタ県、カラチ市の防災の現状と計画に

ついて述べる。また合わせて分析を行い、課題を抽出する。

（1）パンジャブ州

　　パンジャブ州では洪水防御の堤防が一般に頭首工や灌漑施設の保護や都市や村の防御を目

的として設置されている。一般的な地形が南西に傾いていることから、頭首工や灌漑施設の

堤防は右岸に破堤する場所を設け、施設の安全を確保し左岸側の洪水の氾濫を防いでいる。

また、浸食を防ぐために、水制が設置され、場合によっては浸食の回復を図っている。

　　過去の工事により洪水防止のための堤防は延長2,004マイル、水制は641基となっている。

　　総合的な河川管理に関しては、基礎的河川に関する知識とデータ不足や計画やモニターの
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ための道具が不足しているため、技術指針が不適切であり、総合的な洪水防御と洪水管理は

行われていない。

（2）北部辺境州

　　北部辺境州での洪水は主に勾配のきつい丘陵地のフラッシュフラッドであり、洪水の流速

を増し、堤防を浸食する。浸食を防止するために、水制が設置されている。D.I.カーン（DIK）

地域ではインダス川の右岸に水制群が設置されている。スワイト、クルム、カブール川とそ

の支川では多数の水制が設置され、堤防は少ない。堤防の延長は352km、水制は178基設置

されている。

　　防御施設の建設は必要性から造られているが、予算の執行が水位に低い冬期ではなく高い

夏期に行われることから、工事に支障を来している。

（3）バロチスタン

　　バロチスタンの地形及び気象特性から果樹園を洪水から護るために堤防やフラッドウオー

ルが設置されている。ある堤防は洪水を分散させるために設けられている。洪水防止の堤防

は 139 ヵ所、延長 597km、水制 6,435 基となっている。課題として、能力を有する技術者が

不足し、又既存の施設の適切な維持管理が不足している。

（4）アザード・ジャンムー・カシミール（AJ & K）とノーザン･エリア

　　AJ & K及びノーザン･エリアでは、洪水とともに巨石が流れてくることにより下流の大き

な被害をもたらす。時には水路を閉塞し新たな水路ができる場合がある。施設による対策と

移住など非構造物対策が求められている。

５－２　洪水予警報システム

　予警報システムのうち、予報及び警報を出すのは PMDであり、洪水についてはラホールにあ

るFFDが管轄している。現在、洪水の発生原因となる降雨に関しては、地上の雨量計とレーダー

により観測を行い、その結果と各河川での水位、流量の観測結果を基に洪水の予報を行い、ウェ

ブサイトで公表するとともに関係機関に情報を伝達している。なお、水位についてはWAPDAか

ら入手している。これらの具体的内容については、PMDのウェブサイトから入手できる（http:/

/www.pakmet.com.pk/FFD/index.htm）。

　FFDは全国の気象監視レーダー、衛星の地上観測、コンピューターモデル、気象解析に基づい

て洪水予報を出している。レーダーネットワークとしては、イスラマバード、DIK、ラヒミヤー･

カーン（RHK）、カラチの 4ヵ所があり、それ以外にイスラマバードの 5cmレーダー、ラホール

の 10cm ドプラーレーダーを有している。

　予警報は、洪水被害の軽減、ダムの管理や灌漑施設の管理以外に、航空、農業、道路交通、海

岸域の漁船や船舶の安全などに広く活用されている。

　現在の予警報システムではパキスタン全土の降雨観測が不足していること、一部機器の老朽化

が進んでいること、地上の雨量及び水位観測が不足していることなどがあげられ、又予測の精度

向上に関しても課題を有していると考えられる。
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５－３　シンド州

　シンド州ではインダス川の下流に位置していることから、その氾濫の影響を最も受けやすく、

インダス川の両岸に堤防を整備し、又、流路の変動を抑えるために水制を建設している。主堤防

は 864 マイル、2 線堤防は 321 マイル、水制は 42 基設けられている。

　堤防は完全なものではなく、洪水により地盤及び堤体の漏水の発生、流路変動による河岸浸食

などの災害が生じている。

　堤防は洪水による水位上昇期にモニタリングを行い、特に流路と堤防の間隔が約1kmより短く

なると、モンスーンの終わりに 2線堤を計画し、主堤防が浸食される前に完成する。しかし、現

在では2線堤建設の余地が少なくなっている。また、流路の蛇行対策としてカットオフを実施す

ることがある。河岸の浸食対策として根固め工（Falling Apron）を設ける場合があり、河床が砂

の場合は効果を発揮するが、粘土や岩の場合には流出しやすい。

　河川防災も含めたシンド州の災害管理計画はドラフトの段階であるが策定されている。そのな

かでは、災害管理のための組織や条例の整備が謳われているが、内容は応急対策が中心であり、

洪水のハザードマップを基に、氾濫域の洪水に対する脆弱性を明確にして、対策を検討するまで

には及んでいない。

　インダス川の洪水対策は、既に両岸に堤防が建設されており、その維持管理及び強化が大きな

課題である。災害管理の観点も含めて強化の順序を設定するとともに、強化の方法に関しても過

去の経験に基づいていることから、改善の余地が残されている。

５－４　カラチ市、タッタ県、バディン県

（1）カラチ市

　　カラチにおける防災対策としては、災害対策計画が策定されており、このなかで洪水、フ

ラッシュフラッド、サイクロンに関して、情報提供や避難、住宅の浸水防止などの対応が記

載されており、住民の災害時の対応が主な内容となっている。洪水対策に関しては、市内を

流れるマリー川、リヤリ川については、川に沿った高速道路の建設の際に河川改修を実施

し、流下能力としては問題が少ないが、これらの川に流入する小河川の流下能力の増加や、

ゴミの投棄防止、河岸の占有防止が課題と考えられる。また、海岸では現在侵食されている

にもかかわらず対策が不十分と考えられ、砂利採取や土地利用の規制が求められる。

（2）タッタ県

　　タッタ県では災害管理計画及び降雨及び洪水対応計画が策定されており、主に豪雨及びサ

イクロン時の避難等の対応、災害救助計画からなっている。災害を受けやすい場所に住んで

いるにもかかわらず堤防等の防災施設はケティバンダにあるのみで十分でない。また、高床

式住居や地上げなどが行われていない。

　　災害は単に防災のみならず、社会開発や住民の意識の変化等と合わせて実施する必要があ

り、シンド州の海岸開発局やWWF のプロジェクトで一部実施されている。

　　災害対策の観点からは、洪水や高潮の実態とそれに伴う被害の状況に関する情報が十分で

はなく、対策を検討する際の大きな支障となっている。また、災害に対する住民の考え方も

十分検討がなされていない。
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（3）バディン県

　　バディン県では、農地の排水のためにLBODやこれに接続する潮汐水路が設けられたが、

排水能力不足、管理不良などにより洪水災害を防ぐまでには至っていない。また、サイクロ

ンによる高潮防止対策に関しては避難方策が検討されている段階である。災害対策計画に関

しては、他の地域と同様に応急対応計画の策定、組織の整備、住民の避難など洪水時の危機

管理計画が中心となっている。したがって、中期的な災害管理計画はまだ策定されていな

い。この地区ではLBODに関連した災害防止が重要な課題であるが、既に世界銀行が検討を

行っており、一部対策も採られている状況にある。タッタ県と同様に貧困解消も必要とし、

防災は社会開発と合わせて検討する必要があろう。

６．活動メニューの検討

　パキスタン政府が防災管理能力を強化するための活動メニュー案に関して、パキスタン政府か

らの要請について希望が述べられた活動、現地調査による防災に関する課題のなかでわが国の防

災分野の知識と経験を活用できると考えられる活動に関して検討を行った。その結果、河川防災

に関してパキスタン政府の要請する希望のあった活動案としては、PMDの洪水予警報システムの

整備（Project C）、シンド州インダス川洪水防止施設整備（Project D）があげられる。また、一

部パキスタンから要請希望のあった地域防災対策として、海岸防災対策、フラッシュフラッド防

災対策、都市洪水対策がある。これ以外に、インダス川河道管理、堤防強化に関する調査研究、

災害データベースの構築、河川施設のアセットマネージメントなどが、わが国が防災に寄与でき

る活動と考えられる。

６－１　PMD 洪水予警報システム整備

　PMDの洪水予警報システムに関しては、現在1990年代に整備したレーダーによる降雨観測シ

ステムの更新を実施しており、これに引き続きこれまで観測が行われていない北部辺境州やパロ

チスタン州等でレーダー観測の展開を計画している。NFPP- Ⅳでは 10 年間で 8 ヵ所の観測拠点

を整備する計画である。また、津波や地震を対象とした多種災害警報システムも構築も計画して

いる。現在パキスタンの要請内容が確定しておらず、現状の問題点と各種予警報システムの計画

を基に、新たに展開する洪水予警報システムの計画を検討し、そのなかから当面実施する必要の

ある技術協力及び資金協力についてパキスタンと協議することになろう。

６－２　シンド州インダス川洪水防止施設整備

　シンド州のインダス川洪水防止施設整備に関しては、NFPP- Ⅳでは 10 年間で 77 億 5,000 万ル

ピーが計上されている。これに関してはパキスタンからの要請の希望が述べられたが、その内容

をみると、被災箇所の復旧及び危険箇所の対策からなっており、予防的又は災害リスク管理の面

からの検討はなされていない。また、施設についてはわが国で開発されている技術を適用し、被

害を軽減する可能性を有している。したがって、施設整備について、これらの観点から計画を策

定し、整備する案が考えられる。また、パキスタンで用いられている技術は、過去の経験に基づ

くものであり、わが国の技術開発の成果の適用性を評価し活用するなどの調査研究も活動案とし

て考えられる。
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６－３　地域防災対策

　シンド州のカラチ、タッタ、バディンの現地調査結果によると水防災に関しては貧困対策を合

わせた地域開発事業の一環としての要望が述べられた。災害は地域性があり、又貧困が災害を発

生しやすくし、対策を難しくしている。

　今回は調査するに至らなかったが、インダス川の氾濫域に住んでいる人々の洪水被害防止、丘

陵地域や山岳地域のフラッシュフラッドによる災害防止などは、いずれも貧困のために環境条件

の悪い場所にやむをえず住んでいると考えられ、対策は貧困対策も合わせて実施する必要があ

る。このような条件での地域防災対策を検討する案が考えられる。

　防災計画に関しては、州及び県で策定されているが、マニュアルに従って作成されており、地

域の特性が考慮されておらず、画一的である。災害は地域の自然特性、社会経済条件により特徴

を有しており、その防止に関してもこの観点からの対応が必要である。すなわち、地域の災害の

実態をヒアリング等により明らかにするとともに、社会経済条件を調査し、その地域で受入れる

ことが可能な計画を策定する案が考えられる。

６－４　海岸防災対策

　タッタ、バディンではサイクロン来襲時の高潮による水災害が発生しているが、集落が散在

し、漁業を営んでいることから堤防を造るなどの大規模施設による対策は困難で、予警報システ

ムの整備、避難場所の建設、高床式又は地上げによる対策などしか適用できない状況にある。基

本的には貧しいことから災害に対して脆弱であり、災害対策としては社会開発の一環として活動

をする必要があろう。

６－５　その他の活動案

　必ずしも明確に要請は述べられていないが、河川の防災に関して、現地調査の結果いくつかの

活動案が考えられる。

　インダス川の洪水対策に関しては、今回は下流のシンド州を中心としたが、上流の水利用やダ

ムの運用、施設の建設の影響を受けている。また、洪水対策は灌漑及びその排水とも密接に関連

している。したがって、過去 ADB の援助により検討した経緯はあるが、流域全体を対象に、灌

漑、発電、洪水対策等を含めた河川管理を実施ことが必要である。したがって、河川管理システ

ムを構築することが考えられる。このなかで、基本となるインダス川に関するデータベースの構

築、河川管理計画の策定、技術基準の策定、関連する調査研究の実施、堤防等の施設のアセット

マネージメント等を行うことが想定される。

７．協力プロジェクト案の検討

　河川防災に関してパキスタン政府の要請する希望が述べられた活動案として、PMDの洪水予警

報システムの整備（Project C）、シンド州インダス川洪水防止施設整備（Project D）をその内容

とともに以下に提案する。

７－１　洪水予警報システム整備（Project C）

　洪水予警報システムについては、既存の予警報システムに加え、レーダーによる降雨観測とそ

れを活用した洪水の予警報をパキスタン全土に展開する計画があるとともに、多種災害予警報シ
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ステムの整備も計画されている。これらの規模が大きいことから、有償資金協力が適当と考えら

れ、又整備に際して、システムの内容が確定していなため、基本計画の策定及び F/S を有償 F/S

で実施するとともに、施設運営に必要な人材を育成する技術協力を有償勘定で実施すること提案

する。

　パキスタン側では洪水予警報システムの整備を段階的に実施しており、個別に計画している

が、他の予警報システムとの整合性を取りつつ、洪水予警報に関する計画を策定し、実施するの

が適当と考えられる。

　施設整備の内容としては、既存のシステムを基本に、現在レーダーによる雨量観測が行われて

いない北部辺境州やバロチスタンにレーダーの観測網を展開するとともに、衛星データの活用や

予測精度の向上を図り、警報を的確に伝達できるよう既存システムの強化を図る。これは次のよ

うな内容となろう。

（1）レーダーによる雨量観測施設の整備

（2）必要に応じた地上雨量計等の設置

（3）データ伝送システムの整備

（4）データ解析及び処理システムの整備

（5）情報提供システムの整備

（6）管理運営のための人材教育

　システム整備は、機器の整備と関連するソフトウエアの整備を含む。

　このプロジェクトでは、相手機関として PMDを対象としていることから、予警報を関係者に

提供するまでを実施することとし、予警報を受けたあとの避難等の対応については、別のプロ

ジェクトとして実施する。ただ、システムの検討に際しては、情報の受け手の要望に関して調査

し、その結果をシステムの強化に反映させる。

　これらの整備については、基本計画を策定し、システムの基本設計を行い、F/S を実施する必

要のあることから、有償F/Sを実施する。したがって、Project Cの構成としては次のようになる。

（1）システムの基本計画策定及び F/S の実施

（2）洪水予警報システムの整備

（3）人材育成支援

７－２　シンド州インダス川洪水防止施設整備

　シンド州のインダス川は、両岸に堤防が設置されているが、一度破堤すると市街地や農地に氾

濫する状況にある。これまで、洪水により被害を受けた箇所の復旧、流路が堤防に接近した場合

の2線堤又は水制の建設が行われており、予算的な制約もあり応急対応に限定されている。既存

堤防の強化は災害リスク管理の面から実施するのが効果的と考えられる。すなわち、破堤の発生

する可能性と破堤した場合の被害の大きさを考慮して、強化すべき区域を選定し、強化又は他の

構造物による対策を実施する。実態として発生している越流、浸透、浸食、波浪による破堤原因

に基づき、被災の可能性を水理条件、過去の災害履歴、堤防形状、土質、河道地形などから推定

する。また、被害の大きさに関しては、市街地、農地などの土地利用、道路や鉄道などのライフ

ライン等を考慮する。

　堤防の強化方法に関しては、現地では 2線堤の設置、護岸の設置、堤防断面の強化、水制の設
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置が行われている。これらに関し、わが国でも新しい技術が開発されていることから、その適用

性を評価して採用する。このなかで流路が堤防に近づいた場合の2線堤の設置に関しては、現在

その余地がないと報告されていることから、水制やベーン工など流路を制御する工法の適用も考

えられる。なお、わが国とは土質条件や洪水継続時間の長さが異なることから、これら条件の違

いも考慮して適用性を評価する。

　これより、洪水防止施設の整備に関しては、整備計画の策定と F/S を有償 F/S で、施設整備を

有償資金協力で実施することを提案する。したがって、Project D の構成は次のようになる。

（1）洪水防止施設整備計画策定及び F/S の実施

（2）堤防強化及び関連施設整備

８．協力プロジェクト調査の TOR案

　協力プロジェクトを実施するに際しては、計画を策定し基本的な内容を確定しF/Sを実施する

必要のあることから、Project C及びProject Dについて、これらの調査に関するTOR案を作成し

た。

８－１　Project C

　Project C に関して、関連する調査の TOR 案を以下のとおり検討した。

　検討は、今回の調査で得られた結果に基づいて行っており、今後の条件の変化やより詳細な情

報が得られた場合には修正する必要がある。また、前提条件として、施設建設のための用地はパ

キスタン側が取得するものとする。

（1）表　題：Project Title

　　洪水予警報システム拡張調査：Study on the Strengthen of Flood Forecasting System in Pakistan

（2）背　景：Backgrounds

　　パキスタンにおいては、わが国の援助により洪水予警報システムを整備し運用してきた

が、観測範囲の拡大、システムの改善、機器の老朽化等に課題を有しており、その拡張を計

画し、施設整備に関して要請を予定している。

（3）目　的：Objectives of the Study

　　本業務はパキスタンにおける洪水予警報システムの拡張に関して、整備内容を確定し、

F/Sにより事業の妥当性を確認し、併せて管理運営のための人材育成方策を策定することを

目的とする。

（4）調査対象地域：Area to be covered by the Study

　　パキスタン全土を対象とするが、気象情報の取得に関しては関連地域を対象とする。

（5）調査範囲：Scope of the Study

①　実態把握：Data Collection

　実態把握のために、次の項目に関する情報を収集する。
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・パキスタンの災害：洪水災害の実態と対策、地域特性、被害の規模、対策の種類

・既存洪水予警報システム運営状況：システムの構成、運営方式、組織、人員、予算、機

器の維持管理状況、観測及び予測の精度、関連情報の入手、情報の伝達方式、活用状

況、情報の入手及び提供の関連組織

・関連予警報システム計画：既存の洪水予警報整備計画、マルチハザード予警報システ

ム整備計画、整備スケジュール

・わが国及び周辺国における予警報システム整備状況：システム構成、観測方法、情報

の提供方式

・洪水情報提供の効果：アンケート調査等による情報提供効果把握

・設備及び機器費用

②　課題抽出：Problems to be Solved

　実態把握を基に、次の項目に関して計画策定の基礎となる課題を抽出する。

・システム管理運営：予警報範囲、雨量、水位に関する情報収集、情報処理、情報提供、

組織及び技術者の能力、必要な予算の確保

・機器運営管理：機器性能、維持管理

・関連予警報システム：関連システムとの連携、WAPDA、IDD等の関連組織との連携

③　拡張計画：Plan of Flood Forecasting System Extension

　現況、計画、課題を基に、次の項目に関して検討する。

・予警報システム拡張計画：予警報のシステム構成、拡張計画、段階的整備計画、気象

情報、雨量、水位、流量データの取得方式、情報伝達方式、情報の解析と予測方式、

情報提供の項目と方法

・施設計画：レーダー観測施設、地上雨量観測、水位流量観測、情報伝達機器、情報処

理機器、その他の関連施設（自家発電等）

・管理運営計画：組織、人員、能力、運営費用、機器維持管理及び更新

④　F/S：Project Evaluation

　拡張計画に基づき、優先的に実施するシステムを確定し F/S を実施する。

・補足調査：必要に応じ実施

・システム基本設計：全体システム、個別の施設、機器、ソフトウエアの基本設計

・整備工程及び費用

・環境影響評価

・技術的、経済的、社会的評価：技術的妥当性、整備及び運営費用、予警報の災害防止

効果、社会的受容性

・施設維持管理計画

・組織運営：必要組織、人員、能力、運営方法

・実施計画策定

⑤　人材育成：Human Resources Development

　システムの運営に必要な人材育成計画を策定する。
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（6）調査期間：Study Schedule

（7）報告書：Reporting Schedule

（8）調査要員：Expertise Required

８－２　Project D

　Project D に関して、関連する調査の TOR 案を以下のとおり検討した。

　検討は、今回の調査で得られた結果に基づいて行っており、今後の条件の変化やより詳細な情

報が得られた場合には修正する必要がある。

（1）表　題：Project Title

　　シンド州インダス川洪水防止施設整備調査：Study on the Improvement of  Flood Protection

Works in the Indus River of Sindh Province

（2）背　景：Backgrounds

　　シンド州のインダス川は洪水による被害を受けており、その対策として堤防の強化及び浸

食対策施設の建設が求められている。その実施に関してパキスタン側からわが国による支援

の希望が述べられてきた。

（3）目　的：Objectives of the Study

　　シンド州インダス川の洪水防止施設整備のために、施設の実態を明らかにして施設整備及

び管理計画を策定し、当面実施する洪水防止施設の F/S を実施する。

（4）調査対象地域：Area to be covered by the Study

　　シンド州のインダス川、パンジャブ州との州境カシミール（Kashmor） から河口までとす

る。

（5）調査範囲：Scope of the Study

①　実態把握：Data Collection

　資料収集及びヒアリングにより次の項目に関して実態を把握する。

・インダス川の洪水被害･ハザードマップ：洪水被害の形態、範囲、洪水の頻度、被害の

原因、時期、洪水氾濫の状況、ハザードマップ

・洪水防止施設の被害：防止被害の状況、被害の形態と原因、被害の範囲と頻度

・既存施設整備状況：施設の種類、位置、地盤の状況、規模、延長、構造形式、維持管

理、施設の点検、復旧及び補修履歴

・関連整備及び運営計画：灌漑施設、道路施設、施設運営計画、組織、予算

・わが国及び周辺諸国の洪水防止施設の状況

・関連技術基準、指針

・建設単価：資材、労務費
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②　課題抽出：Problems to be Solved

　実態把握の結果に基づき、次の項目に関して課題を抽出する。

・洪水防止対策：洪水被害、対策施設、氾濫実態、氾濫域資産、洪水リスク分析

・施設被害解析：形態と原因、流路変動、洪水水位と堤防高、動水勾配、洪水継続時間、

堤体土質

・施設維持管理：補充履歴、復旧履歴

③　整備計画：Improvement Plan of Protection Works

　現況、既存の計画、課題に基づき、整備方針を検討し、代替案を基に施設の整備計画及び

管理計画を策定する。

・整備方針：洪水被害の状況、重要度、施設の安全性、類似技術の適用性、維持管理、補

修、強化、優先順位

・施設整備計画：施設計画、優先順位、段階整備計画

・施設管理計画：モニタリング、維持管理、応急対応、強化、防災拠点、資産データベー

ス

④　F/S：Project Evaluation

　整備計画に基づき優先的に実施するプロジェクトを選定し、施設の基本設計を確定し、次

の項目に従い F/S を実施する。

・補足調査：必要に応じて実施

・自然条件調査：必要に応じて実施

・施設基本設計：既存施設の強化範囲、強化方法、構造、諸元、新設施設の設置範囲、工

法、構造、諸元

・整備工程及び事業費

・環境影響評価

・技術的、経済的、社会的評価：技術的妥当性、建設費用、氾濫防止効果、貧困対策効

果、施設の適用性

・施設維持管理計画

・組織運営：必要組織、人員、能力、運営方法

・実施計画策定

　

（6）調査期間：Study Schedule

（7）報告書：Reporting Schedule

（8）調査要員：Expertise Required
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５． 地震防災に係る調査結果

防災支援プロジェクト形成調査　（地震防災）

目　次

１． 地震防災の関係機関

２．パキスタンの主な地震災害

３．地震防災における国家防災管理局（NDMA）の位置づけと役割

４．地震防災計画の策定状況

５．地震防災の現状と課題

６．地震防災に係るわが国支援の検討

１．地震防災の関係機関

　パキスタンにおける防災機関として2007年NDMAが設立され、地震防災に関してもNDMAが

統括する。NDMAとは別に、2005年 10月の地震災害以後、その復旧・復興のために地震復旧復

興庁（Earthquake Reconstruction & Rehabilitation Authority：ERRA）が設立され 2011 年まで同

地震被害地域の復興の指揮を取っている。ERRAの下部組織として地震被害地域のState of Azad

Jamme and Kashmir（AJ & K）には State Earthquake Reconstruction & Rehabilitation Authority

（SERRA）が、北西辺境州（North West　Frontier Province：NWFP）には PERRAが設置されて

いる。州内の各県（District）にはDistrict Reconstruction Unit（DRU）が設置され復興事業を行っ

ている。

　NDMAは防災に関する調整官庁であり、各施策の実施機関は関係省庁及び各州、県のPDMA、

DDMAである。NDMAが2007年3月に作成した連邦レベルの防災計画である防災危機管理フレー

ムワーク（National Disaster Risk Management Framework Pakistan：NDRMF）によると地震防

災に関係するものとして連邦レベルのほとんどの省庁があげられているが、特に地震防災に関

係する機関としては、住宅公共事業省（Ministry Housing and Works Department：MOHW）、教

育省、保健省、National Crisis Management Cell（NCMC）、鉄道省、水電力庁（Water Resources

& Power Development Authority：WAPDA）、沿岸警備局（Coast Guards）、Emergency Relief

Cell、気象庁（Pakistan Meteorological Department：PMD）、地質研究所（Geological Survey of

Pakistan：GSP）、NESPAK（Pvt.）（National engineering Services of Pakistan、半官半民のエン

ジニアリング会社）、パキスタン技術審議会（Pakistan Engineering Council：PEC）、Pakistan Red

Crescent Society がその役割とともにあげられている。

　国道、高速道路を建設、維持しているNational Highway Authority（NHA）は道路インフラに

ついて重要な機関であるがNDRMFには入っていない。

　ERRAは2011年以降NDMAに吸収されるとのことだが、それまでのNDMAとERRAの役割分

担についての記述はNDRMF、その他入手できた資料、インターネット情報にはなく不明である。

（1）MOHW

　　1986 年の Building Code、2007 年の新しい Building Code は MOHW から出されている。道

路、河川、ダム、原子力発電所等の重要インフラは他の機関が、それらの耐震基準なども含め

て所管している。
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３．地震防災における国家防災管理局（NDMA）の位置づけと役割

　地震防災について実際の計画を作成するのは各州、各県のPDMA、DDMAとなっている。地震

防災に関してPDMA、DDMAを技術的に支援するのは連邦のライン官庁及び研究所（PMD、GSP）

やNational Engineering Council（NEC）等の専門職業人の機関及び大学となる。特に事前対策の

技術的支援についてこのことは顕著であろう。事後対策について、日本では木造家屋が多いため、

地震に伴う火災とそれに伴う避難が大きな問題である。また、ビル内のエレベーター、公共交通

機関、上下水道、ガス、電気、通信網等のライフラインが発達しているため、それらに対する地

震時の対応が重要である。パキスタンの場合、地震によるほとんどの死亡原因は圧死と考えられ

るため、構造物の耐震化という事前対策が日本より圧倒的に大きなウエイトを占めると考えられ

る。

　したがって地震防災におけるNDMAの役割は技術的助言以外の分野になると考えられる。例え

ば、建築基準（Building Code）、政令（Ordinanc）及び告示（Notification）等の法制度の整合性

に対する助言とそれら法令、基準の公表が重要である。

　NDMAに関する種々のドキュメントを見る限り、地震防災分野において、NDMA自身が自ら

の役割について明確なビジョンをもっていない。

４．地震防災計画の策定状況

　シンド州が災害リスクマネージメント計画（Sindh Disaster Risk Management Plan）のドラフ

トを2008年4月に作成している。地震・津波防災については、過去の地震・津波についての記述

と Seismic Risk Map of Southern Sindh がある。しかし、過去の被害の分析、関係する法制度や

建設分野の現状分析、統計的な分析、予想される地震・津波の規模、被害予想及びそれに対する

事前対策についての記述はない。

　このプランの記述は災害別の過去被害、現状認識、対策という構成ではなく、各災害共通に記

述されているため具体的対策が不明瞭である。日本の地域防災計画、例えば東京都の防災計画の

ように災害別に記述するほうがよいと思われる。

　カラチ市にはStrategic Development Plan 2020 （2007）があり、地震・津波の警報システム構

築があげられている。

５．地震防災の現状と課題

（1）建築基準（Building Code）の実効性の確保

　　1986年の旧基準に替わりBuilding Code of Pakistan-Seismic Provisions（2007 Building Code）

が 2007 年に MOHWから発行され、地震力の規定が変更された。

　　法律上の位置づけとして2007 Building Code自体には法的な強制力（mandatory）はなく、す

なわち建築許可に伴いCodeを守ることを担保するための手続き規定の記載はBuilding Codeに

はなく、手続き規定の制定は地方自治体に任されている。

1）イスラマバード

　　イスラマバードの場合はイスラマバード首都開発庁（Capital Development Authority：

CDA）の条例 Islamabad Residential Sectors Zoning （Building Control） Regulation 2005。住

宅以外の他のSectors の Regulationも別にあると思われる。上記Regulation 2005では関係す

る建築基準（relevant provision of the Building Regulations-Building Regulation1963）遵守を
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規定している。耐震規定としては、4.1.17 Safety Against Earthquake に簡単に

　　Provisions of PAKISTAN BUILDING CODE shall be followed.

　とだけ謳われている。

　　2005 年 Regulation で 2007 Building Code に言及できるはずもなく、2005 年 Regulation を

改正したわけでもないので、相互参照規定で連携した法制度体系とはなっていない。

　　審査体制整備はこれからの作業で、高層建物（5階建以上）の構造計算の審査は21人の民

間構造設計者に委託している。

　　建築主が建設工事を行うときは、登録建築家（Licensed Archi tect）及びエンジニア

（Engineer）へ設計と工事監理を依頼しなければならない。建築家の登録はパキスタン建築・

都市計画審議会（Pakistan Council of Architects and Town Planners：PCATP）が行う。PCATP

はOrdinance IX of 1983に基づく公的な機関であり、本部はカラチ市にある。PCATPが大学

のカリキュラムを調査し、適格と認められた大学（パキスタン国内では Univers i ty  o f

Engineering and Technology、Lahore などわずかに 4 大学と海外の 41 大学）の卒業者に、新

たな資格試験なしに与えられる。2007年の新規登録者は163人、登録者は累計で2,824人で

ある。エンジニアの登録は PEC が行う。PEC は Pakistan Engineering Council Act 1976 に基

づく組織で、電気、電子、機械等のエンジニアを含み、建築・土木エンジニアCivil engineers

の登録者は約 2,700 人である。なお、PECは 2007 Building Code の策定にコーディネイター

としてかかわっている。

2）カラチ市

　　シンド州カラチ市〔カラチ市役所（City District Government Karachi：CDGK）〕の場合は、

Sindh Building Control Ordinance（1979）のSection 21-Aによる告示NotificationとしてKarachi

Building & Town Planning Regulations 2002 を定めている。同 Regulation 2002 は土地利用に

関する規定（Zoning）、防火規定等を含む本文 562 ページで構成され、構造規定には 2 ペー

ジがあてられている。

Chapter11: Building Structure Design and Construction Requirements の

11-1:　Loads and DesignはStructure analysis, design, detailing and loading shall be in accordance

with the requirements of current Uniform Building Code （UBC） and American Code or　British

relevant Code or any other Code. Structure shall be designed by only one approved Code と規定

し、

11-2 : Seismic DesignにSeismic Risk Zone for Karachi will be zone-2B （with reference to UBC-

97） Which is equivalent to Peak Ground Acceleration （ PGA） of 16% g to 24% g（gは重力加速

度）と規定している。

　　この規定は、①2002年の規定であるから当然のこととして、2007 Building Codeについて

言及していない。この規定を改定する準備もしていない。1986年の旧Building Codeにも言

及していない。Karachi Building Control Authority（KBCA）の説明によると、1981年にKBCA

はSeismicity of KarachiというGuidelineを発行し耐震設計の強制適用指針として使ったが、

その後 1999 年まで全国統一建築基準（Uniform Building Code：UBC）（Seismic Risk Zone は

2）を基準として使った。2000年に委員会をつくって検討した結果2002年の上記規定でzoning

を UBCの規定改定に合わせて 2Bにした、ということであった。2007 Building Code でカラ

チ市は2Bに指定されたので、既に2002年から先取りして2007 Building Codeを実行してい
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たことになる。しかし、法令としての整合性は取れていない。

　　②上記規定11-1で他のBuilding Codeの選択も可能にしているが、これは許容応力度設計

（Working Stress Design：Allowable Stress > Actual Stress）を念頭に置いたもので、構造設計

体系と入力地震動の関係を見損なっている。構築物の耐震性は加速度のほかに周期、速度、

変位、継続時間にも影響を受ける。また、設計体系によって安全率、許容応力度、日本建築

基準での Ds、アメリカの UBC、国際建築基準（International Building Code：IBC）での R

factor、ヨーロッパの Eurocode 8 での behavior factor 等の定義と係数が異なり、ある体系で

の係数を他の体系で使うことはできない。

　　③UBC-97の1631.5応答スペクトル解析（Response Spectrum  Analysis、2007 Building Code

5.31.5）では地震動はスペクトルとして与えられ、1631.6 時刻歴応答解析（Time-history

Analysis、2007 Building Code 5.31.6）では地震動は振動作用として与えられ、静的解析での

地震力の与えられ方とは別である。

　　したがって Karachi Building & Town Planning Regulations 2002 の 11-1 の規定と 11-2 の規

定は整合しない。

　　構造審査はKBCAが行うが、高層建物（5階建以上）の構造計算の審査は Proof Engineers

と呼ばれる民間構造設計者（81 人）に委託している。

　　構造計算はコンピューターソフトを使って行われるが、その審査は、審査する側が再計算

することにより行われるとのことであった。使用されているソフトとしては SAP、STAAD

PRO、ETABS、SAFEがあげられた。また、カラチ市内ではノンエンジニアドの住宅はない

とのことで、ノンエンジニアド建築に対する構造規定とその審査について情報は得られな

かった。

　　CDGK の消防防災課（Municipal Services）で建物倒壊が年 20 件程度発生するとのことで

あったが、KBCAでの聞き取りでは 2007 年に 1件、2008 年の 7月までに 1件の倒壊が不法

占拠地（Katchi Abadis） であり、いずれも地震によるものではない。建物倒壊に関する統計

はないとのことであった。

　　カラチ市はインドプレート、ユーラシアプレート、アラビアプレートの結節点近くにあ

り、200 年程度の歴史しかない新しい都市であるため過去の地震記録がないだけで、大地震

の可能性があるとする文献もあるが（文献２－６）、やはり地震による建物、人命被害の記

録がないため、カラチ市での地震防災対策の政策優先度は低いと考えられる。

3）AJ & K

　　AJ & K の場合は Azad Jammu & Kashmir Building Control Ordinance 2006 の Section16, 18

に基づく告示Notification：Construction Rules 2006 で地震荷重につい以下のように規定して

いる。

2.5 SEISMIC LOADS

Earthquake loads shall be computed according to uniform building code （UBC） 1997 with seismic

zone factors issued separately by NESPAK. Never the less, the Azad Kashmir may be considered in

zone4 （four） having acceleration of 0.4 g with following seismic factors for calculation of base

shear;

Z = 0.4
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K = 1.0 for masonry load bearing walls having vertical and horizontal reinforced ties. Vertical ties

by be provided by closely spaced reinforcing bars. Horizontal ties in the form of reinforced bears

are to be used at plinth, lintel and tie beams besides provision of reinforced strip footing. Load

bearing walls with the above arrangement no be provided beyond:-

K = 0.67 for ductile space frame having reinforced frame or Steel structure frame.

The other details for calculations of base shear and its distribution into lateral forces may be obtained

from any relevant reference.

　　この規定はUBC-97の内容を知らないことを示している。上記の係数Kは地震力を規定す

る V=ZIKCSW の K を表しているが（資料－ 19）、UBC-97 では使われていない。

　　また、下記の設計法の規定は、7.3 STRUCTURAL STEEL で鉄骨材料を規定し、鉄骨造を

Construction Rules 2006 の対象としていながら、設計法を鉄筋コンクリート造の設計法であ

るアメリカ・コンクリート学会（American Concrete Institute：ACI）基準に限定している点

で奇妙な規定である。ブリック造、ブロック造、木造（屋根架構を木造とする建築は多い）

も無視している。

10.0 DESIGN METHODS

All reinforced concrete structures shall be designed by the Ultimate Strength Methods, as defined

in ACI 318 except for all concrete liquid retaining or sanitary engineering structures which are

designed and detailed based on the allowable stress deign methods as recommended by ACI

committee 350R a minimum factor of safety against sliding or overturning of 1.5 shall be used for

all structures

　　また、下記の基準は上記 2.5  SEISMIC LOADS の規定と整合しない。さらに、7.1

REINFORCING STEEL の 7.1.1 で All reinforcing steel used shall be hot rolled deformed bars

conforming to ASTM A615, having minimum yield strength of 40000 psi. と規定していながら

BS（British Standards）を許容する点で整合的ではない。

11.0 CODES AND REFERENCES

The design, fabrication and erection shall in general conform to the latest editions of the following

codes, which are to be applied with proper engineering judgment.

・Building code of Pakistan.

・American National Standards Institute Specifications.

・ACI-318 （2002）, Building code Requirements for Reinforced Concrete.

・BS 8110, The Structural Use of Concrete.

・BS4 449, British specifications of carbon steel.

・ American Institute of Steel Construction （AISC）, specifications for The Design, Fabrications

and Erection of Structural Steel for Buildings.

・ Uniform Building Code （UBC 1997）

・ IBC International Building Code （2003 or 2006）
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　　このように、AJ & K の建築規定 Construction Rules 2006 は整合的な体系とはなっていな

い。11.0 CODES AND REFERENCESのなかでBuilding code of Pakistanに言及しているが、

これが 2007 Building Code のことであるとしても、2007 Building Code のすべての内容を採

用するのか、部分的に採用するのかが不分明である。2007 Building Code のすべての内容を

採用するのであれば、AJ & K の建築規定 Construction Rules 2006 をそれに整合させる必要

があり、部分的に採用するのであれば、その部分を明記する必要がある。

　　Azad Jamme & Kashmir Building Control Ordinance 2006 では、一般建築物は活断層から

200m 以内、病院等の重要建築物は 500m 以内には建築できないと規定している。

4）NWFP、バロチスタン州、パンジャブ州

　　これらの州における州の条例及び 2007 Building Code 1 との関係は、インターネットで見

れば分かるようにはなっていない。

　　また、農村地帯の県（District）での建築審査体制について情報は得られなかったが、パキ

スタンの建築技術者は一般的に能力が低いことから、審査体制に問題があることが推測され

る。

（2）新建築基準 2007 Building Code の内容

1）Code の入手

　　日本では建築基準法は法律なので現在ではインターネット上から無料で入手できる。法律

に基づく政令（Ordinance）、告示（Notification）は、国に帰属するものや自治体独自の規定

も含めて最近ではインターネット上から無料で入手できる。構造計算基準やその解説書、標

準仕様書、JIS 規格などの工業規格あるいは木材、合板などの規格は有料であるが学会、本

屋で買うことができる。しかし、パキスタンではこうした法規、解説書、規格（スタンダー

ド）の入手が非常に困難である。専門書もかなり置いてあるイスラマバード最大の本屋でも

Code を入手できない。またインターネット上からも入手できない。UNDP が進めている

National Capacity Building for Disaster Risk Management （2007-2011）には NDMA のウェブ

サイトに新建築基準を載せる計画になっているが、2008 年 8 月現在実現していない。2007

Building Code は法律、政令、告示ではないのでGazetteとして印刷されていないと思われる。

　　2007 Building Codeの耐震基準は、地震力の地域係数値を除きUBC-97 （Uniform Building

Code 1997, ICBO: International Conference of Building Officials）の引き写しである。新建築

基準の前書きに Source Documents として全国基準審議会（International　Code　Council：

ICC）（ICC、ICBO その他 2 団体を引き継いだ民間の団体）の著作権を明記しており、印刷

出版、インターネット上からの入手に障害がある可能性がある。ちなみに、UBC-97 を ICC

から入手するには150米ドル（VolumeⅡ、Ⅲのみ）、ASCE/SEI 7-05 （American　Society of

Civil Engineers: Minimum Design Loads for Building and Other Structure） には125米ドル、鉄

筋コンクリート造に関連して ACI 318-05（American Concrete Institute: Building Code

Requirements for Structural Concrete）の入手に 204 米ドル必要である。さらに 2007 Building

Code から言及されている ASTM規格が、工事契約書の一部となる仕様書作成時など、状況

に応じて必要になる。3～ 5年ごとに改訂される、これら基準をそろえるのはパキスタンの

人々にとって容易ではない。このため誰も2007 Building Codeの内容を知らないし、そこか
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ら言及されている ACI 318-05 などの諸基準を知らないまま建設工事が行われる事態になっ

ている可能性が強い。このことは、例えば州自ら行う学校等の建設工事で、構造計算書、図

面、仕様書、標準配筋図などが準備されない状況から推測できる。

　　なお、1986 年の旧 Building Code についても入手困難であったことが、楢府龍雄　他

（2005）： 2005 年パキスタン北部地震現地調査報告にも記されている。

2）地震荷重の変更

　　2007 Building Codeで地震荷重の規定が変更された。この変更は構造設計の考え方の変更

を含むものであるが、CDA の担当者は地震荷重を計算する式には変更ないと述べていた。

　　1986 年の旧基準では地震荷重は

V=ZIKCSW    （a）

出典：http://iisee.kenken.go.jp/net/countryindex/index.htm

2007 Building Code では

V=CvIW/RT    （b）

　である。（b）式の Rは R factor と呼ばれ、構造物の塑性域の靱性能力（ductility capacity 粘

り強さ）を考慮した係数で、日本建築基準のDsに相当する。日本では1981年の基準法の改

正でこの考え方が導入され、新耐震設計基準と呼ばれている。これは地震荷重を大きく2つ

に分け、建物の共用期間中には起こりそうにないが、生命安全確保のために検討しておくべ

き大きな地震に対しては終局限界状態（Ultimate Limit State）を対応させ、共用期間中に起

こると考えられる中程度の地震に対しては使用限界状態（Serviceability Limit State）にとど

めるという限界状態設計の考え方である。

　　CDA担当者の発言、カラチ市及びAJ & Kの建築条令の条文の内部矛盾から、パキスタン

建築界では限界状態設計の考え方が十分な理解を得られていないと考えられる。
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3）ノンエンジニアド建築の規定と審査

　　AJ & K の規定では、500m2 以上の商業、工業、公共建築の建築許可（Building Approval、

NOC: No Objection Certificate）を得るためには詳細設計図（detail drawing）と構造計算書

（structural calculation）の提出を義務づけている。ただし、構造安全性の責任は建築家 /エン

ジニアにあるとしている。上記以外の住宅については配置図、平面図、断面図、立面図、給

排水図の提出を義務づけている。しかし、住宅の構造規定とその審査がどのようになされる

かは AJ & K の規定では不明である。

　　CDAの建築許可の規定では、600スクエアヤード以上の敷地の建築に対しては詳細設計図

の提出が義務づけられている以外には、建物種別、規模によっては提出書類が記述されては

おらず、一律な規定となっている。構造に関してはFoundation and structure designの提出が

規定されているだけである。構造計算書の提出についての規定はない。したがって、日本の

ように低層住宅等が一般的な構造審査とは別に簡易な審査が行われる、というような規定も

ない。また、構造安全性の責任は建築家 / エンジニアにあるとしている。

　　一方で、審査の基準となる 2007 Building Code では、7 章に鉄筋コンクリート造、8 章に

鉄骨造、9章にメーソンリー（組積造）が規定されている。木造の規定は見当たらない。屋

根を木造にする例は多く、木造の規定も必要であると考えられる。

　　2005年 10月の地震では多くのノンエンジニアド住宅が崩壊したが、それらに対する規定

は9章メーソンリーの規定でカバーされていない。そのひとつの例が石造（ストーン・メー

ソンリー）である。住宅、学校、小規模病院等の石造建築が大きな被害にあったが（資料５

－20から５－23参照）、9章メーソンリーには石造について具体的な規定がない。日本、EU

では階数、高さ、壁量等の制限つきで認める内容になっている。

　　ブリック造（レンガ造）、コンクリートブロック造では、9章メーソンリーにおける材料の

規定は、ブリックでは ASTM （American Society for Testing and Materials） C 34, Structural

Clay Load-bearing Wall Tile, ASTM C 56, Structural Clay Non-Load-bearing Wall Tile, UBC

Standard 21-1 Section 21.101, Building Brick （Solid units）、UBC Standard 21-1, Section 21.106,

Facing Brick （Solid units）等、コンクリートブロックでは UBC Standard 21-3, Concrete

Building Brick, UBC Standard 21-4, Hollow and Solid Load-bearing Concrete Masonry Units, UBC

Standard 21-5, Non- Load-bearing Concrete Masonry Units となっており、モルタル、グラウ

トGrout、ワォールタイWall ties もそれぞれUBC Standard、ASTMで規定されている。しか

し、これらの規定に沿ったブリックやコンクリートブロックが、又それのみがパキスタンで

流通しているとは考えられない。ブリックには 208-1962 Common building clay brick という

パキスタン規格があり、上記UBC基準と異なることも考えられる。パキスタンのコンクリー

トブロックの穴のあき方、強度等も様々である。規格、基準が異なれば、それを前提とした

構造計算の信頼性が確保できない。9章メーソンリーの記述にあたってこうした懸念が払拭

されるような研究が行われた形跡はない。

　　9章メーソンリーの記述はUBC-97を引き写しである。この章の最後には唐突にインドの

基準 National Building Code of India（2005） Part 6, Section 4 から取った組積造（masonry）

に関する図が掲載されている。9章はUBC-97基準とインド基準が混合した記述になってお

り、例えば、新たに耐震規定の建物別カテゴリー分けがなされ、ブリックを積み上げるとき

のモルタルの仕様が2つ混在し、定義されていないコンクリート強度仕様が現れ、インド独
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特の形状のコンクリートブロックの図が掲載されている。2007 Building Codeは全体的に選

択肢のある強制規定で記述されているが、9章メーソンリーの後半には推奨規定が現れる。

9 章はメーソンリーの設計及び現場での建設に混乱をもたらす可能性が強い。

　　ノンエンジニアド建築の分野では ERRA が Compliance Catalogue, Guideline for the

Construction of Compliant Rural House（2007 年７月）という冊子を出している。これには建

設基準Construction Standardsが含まれ、この基準に適合することが補助金受領の条件で、審

査はERRA傘下のHousing Reconstruction Center（HRC） のAssistance and Inspection（AI） が

行っている。この建設基準は①Reinforced Masonry、②Confined Masonry、③Timber Frame/

Dhajji、④ Timber Reinforced Masonry/ Bhatar で構成されており、2007 Building Code の意図

と重複するものであり、又、補助金審査と Building Code に基づく建築許可審査は重複する

が、2007 Building Code のノンエンジニアド建築の規定が整備されていない状況では、それ

ぞれ別の動きとなっていると考えられる。

　　ペシャワール工科大学等もノンエンジニアド建築に対する提案をしており、又様々なNGO

でも建築費の安い構造の提案をしている。こうした成果が新建築基準には取り入れられてい

ない。

4）他の関連基準、規格との不整合

　　Model Code として機能してきた UBC は 1997 年以降改訂されることはなく、IBC2000 更

にIBC2006に取って変わっている。UBC作成の実質的主体であるICBOの本拠地であるアメ

リカ、カリフォルニア州でも IBC 2006 を採用し 2008 年 1 月から施行されている。UBC-97

の記述だけからは鉄筋コンクリート造の構造計算は実行不可能であり、UBC-97から参照さ

れているコンクリート系の ACI 基準が不可欠であるが、ACI 318-05 も既に 2005 年版であ

る。2007 Building Codeの前文ではASCE/SEI 7-05（05は 2005年版の意味）のほかにASCE/

ANSI 7-93 が参照文献としてあげられているが、この版は既に絶版で入手不可能である（資

料編の資料― 17、18 参照）。これは ASCE/SEI 7-05 の内容が IBC2000 若しくは IBC2006 に

対応しており、UBC-97 には部分的に食い違いが生じているために ASCE/ANSI 7-93 がわざ

わざあげられていることが考えられる。耐震設計技術は年々進歩しており、世界的にみた各

国の進歩の方向もほぼ同一で、性能規定化が進んでいる。こうした状況のなかではUBC-97

とそれが参照する他の基準、Code、Standardsとの不整後が現れてくるのは確実である。既に

2007 Building Code内部でもChapter 6、6.2のSee Chapter 5, Table5-Vという記述等、（Chapter

5 には Table5-V はない）少なくとも数箇所に不整合を内蔵している。2007 Building Code が

現れてから調査時点の 2008 年 8 月で約 1 年経つが、正誤表は出されていない。

　　パキスタン国内で完結するCode、Standardsの制定が望まれる。実際に流通している鉄筋、

セメント、ブリック、コンクリートブロックはパキスタン国産であり、パキスタン規格も存

在する。特にノンエンジニアド建築の規定はパキスタン独自に規定を設けることができるは

ずである。

5）建築以外の基準

　　2007 Building Code の 1 章 Scope に記載されているように、この基準は橋梁、ダム、港湾

施設、トンネル等については規定していない。擁壁についても規定していない。2005 年

10月の地震で、道路、橋梁に被害がでているが、地震防災の観点から建築以外の基準に見直

しの必要があれば見直さなければならない。
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　　なお、カラチ市内で 2007 年に道路の立体交差部分が崩落した事故があり、現場を視察し

た。NHA Karachiの説明では、原因は地震ではなく設計ミス（Design failure）とのことであっ

た。

（3） 防災危機管理フレームワーク

　　National Disaster Risk Management Framework,2007 と、それに基づきUNDPが実施している

National Capacity Building for Disaster Risk Management, 2007-2011 は地震対策として包括的な

内容となっていない。

1）フレームワークによると、地震防災に関しては 1）Strategy on implementation of building

codes、2）Drafting of land use plans for five cities、3）Development of insurance schemes for

disaster risk reduction だけであるが、より広範で包括的なフレームワークをつくる必要があ

る。

2）地震による建物被害はノンエンジニアドの住宅とエンジニアドの一般建築物に分けて議論

が必要であるが、特に死傷者の多かったノンエンジニアドの住宅対策への方針が示されてい

ない。

3）エンジニアドの一般建築物のなかでも学校、病院といった地震時に救援拠点となるべき施

設が多数壊滅し死者も多く出たが、こうした公的建築物対策に係る方針が示されていない。

4）2005年の地震では道路、橋梁インフラの被害も多大であったが、これに対する方針がない。

上水道、下水道、電気、ガス、通信インフラについても方針がない。

5） 歴史上の各地震被害についての、とりわけ2005年の地震についてのパキスタン人による、

又海外各機関による初期現場報告（Reconnaissance Report）はあるが、建築物被害、インフ

ラ構築物の詳細な工学的な原因究明、都市計画、社会経済的な調査研究に基づく報告、統計

資料がないため、パキスタン固有の地域と社会で地震対策をどうしたらよいかの方針がフ

レームワークに盛り込まれる体制になっていない。

　　世界銀行を中心とする体制の下で地震被害の統計調査が発表されているが、これは2005年

10 月 8 日の地震直後になされた救援、復旧ニーズを把握するための大まかな調査である。

6）上記の詳細な報告を作成するに適任と思われる工学系学会（建築学会、土木学会、地盤工

学会等）、工学系の政府試験研究機関がない。このためアカデミズムから政府担当者への、

地震対策のための適切なアドバイスがなされていない。大学での研究及びその発表はごく小

規模で、パキスタン国内で知見を共有する体制となっていない。

7） 教育訓練について多くの言及があるが、建築構造、土木構造技術者に対する、政府機関（州、

県段階の各 Works and Service 等）、一般民間建設技術者、登録エンジニア（Pakis tan

Engineering Council に登録されたCivil engineers、約 2,700 人）、登録アーキテクト（Pakistan

Council of Architects & Town Planners、 2,824 人、2007 年）構造デザインを審査する政府職

員及び外部民間人（Proof Engineers）に対する教育訓練については言及されていない。

8） ノンエンジニアド住宅建築については直接地域住民への啓発が必要である。これに関して

AJ & K での復興過程における経験（世界銀行が個人住宅建設について融資している）につ

いての記述、この分野での国際的組織、NGOの様々な取り組みと、そうした組織との連携に

ついて方針が示されていない。国際的組織、NGO は個々ばらばらに活動している。

9） 大学における耐震工学教育のレベルアップが必要と思われるが、言及がない。
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10）構造計算基準と仕様書（Specification）と材料規格は密接な関係にある。この関係のなかで

Building Codeは（耐震建築物に係る規定は）入力地震力を規定する1項目に過ぎない。構造

計算は鉄筋、コンクリート、鉄骨、コンクリートブロック、ブリック等の強度を指定（仮定）

し、配筋要領、フレッシュコンクリートの仕様（水セメント比等）を前提とし、材料が工業

製品であれば材料規格に基づく強度を基に計算され、工業製品でなければ建設現場での試験

方法の規格（例えば、コンクリートの圧縮強度試験供試体の作成方法、強度試験をするまで

の保存方法等）を前提としている。

　　パキスタンの建設現場では構造計算書、図面、仕様書が必要な範囲で準備されることは、

一部の大規模高層建築現場を別とすればまれであり、構造計算内容を大筋で理解し、実現す

る現場管理技術者の知識も低い。また、建設現場では米国材料試験協会（ASTM）規格、BS

規格等が混在し工業製品の強度を容易には確認できない状況である〔パキスタンにはパキス

タン基準・質量管理委員会（Pakistan Standards & Quality Control Authority：PSQCA）が PS

規格を制定しているが普及していない。また構造計算に必要な鉄骨の規格カタログも入手で

きない〕。こうした基本的な建設実態の改善が必要と思われるがフレームワークに言及はな

い。

11）自然災害に対する保険制度創設に言及されているが、例えば地震保険は住宅ローン又は一

般ビルへの融資の審査における耐震性の評価と連携して議論されるべきと思われるが、こう

した記述はない。

12）パキスタンにおける不動産投資信託（Real Estate Investment Trust：REIT）の導入と予想

最大損失率（Provable Maximum Loss：PML）

　　REIT の制度は、ビルの価値を小口債券化して一般投資家に売り、投資家はビルの賃貸料

収入から配当を得るもので、投資家は株式市場と同様に、途中で債券を市場で売ることもで

きる。日本でも東京証券取引所にREIT市場ができている。地震でビルが倒壊したら、ある

いはある期間賃貸できない状態に陥ると投資家は配当を得られない。そこで当のビルが地震

に対してどの程度のリスクをもっているかを、一定の期間における地震による物的損失額を

再調達価格で割ってパーセントで示したPMLが導入された。REITでは複数のビルの賃貸事

業をまとめて運営し、投資を募るが、個々のビルすべてについて PML の数字が公表されて

いる。PMLの数字は当のビルがどのような地震危険度のある地域に存在するか、どのような

構造設計をしているかに依存する。PMLが低いと地震保険を掛け、保険料の分だけ配当が減

る。また、PMLが低いビルほど投資家を引きつける。こうした市場メカニズムを通して耐震

性を高めることができる。

　　Security and Exchange Commission of Pakistan が REIT の開設を準備中で、Non-Banking

Finance Companies Department のDirector に聞いたところPMLについて知らなかったが、興

味を示し、持参したPML関係資料を受け取った。REIT業界から構造設計業界に対してPML

計算の要求が出ることが望ましい。日本では構造設計者がPMLを考慮しながら設計を進め

る例も増え始めている。
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文献５－１：Narendra Taly （2000）: Design of Reinforced Masonry Structure

Appendix B1にUniform Building Code-97 Chapter 16 Structural Design Requirement、

Appendix C に Uniform Building Code-97、Chapter 21 Masonry を含む。

文献５－２：Miha Tomazevic （1999）: Earthquake-Resistant Design of Masonry Building

Eurocode 8　Design Provisions for Earthquake Resistance of Structure及びEurocode

6 Design of Masonry Structuresに沿って、Unreinforced masonry, Confined masonry,

Reinforced masonry, Masonry infill reinforced concrete frame structureの現状の耐震

技術について解説している。

文献５－３：International Code Council （2006）: International Building Code 2006

21章メーソンリーでは切石メーソンリー（Ashlar masonry）が定義されている。切

石の規格はASTMによっている。
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６．地震防災に係るわが国支援の検討

（1）研究組織体制の整備（Establish academic society）

　　建築・土木学会等の、統一的技術アドバイスを行政側及びパキスタン社会に出せる組織が必

要である。新組織をゼロから立上げるのは困難なので、下記の（2）の活動を通して徐々につ

くりあげていくことが考えられる。

　　MOHW、PEC、PCATP、National Highway Authority（NHA）等が地震防災に関して技術面

でのリーダーシップをとることが可能かもしれないが、実際にリーダーシップをとる機関がな

い。例えば、どこかの機関が音頭を取って2005年 10月の地震の分析的な調査をするというこ

ともないのがパキスタンの現状である。大学も建設界全体をリードするほどの力がない。

　　研究成果を発表し合い、知識を共有することが技術の発展と普及のためには欠かせない。パ

キスタンには地震防災、地震工学分野で研究発表する媒体がない。今日容量の大きなサーバー

さえあれば、媒体を提供できる。

（2）ノンエンジニアド建築基準の策定

　　2007 Building Codeの７章メーソンリーはパキスタンのノンエンジニアド建築のめざすべき

方向を打ち出していない。地域の材料を使用した理論的、実験的に確認された技術を、普及可

能な経済性を考慮して確立し、2007 Building Code に組み込む必要があると考えられる。

　　様々な機関、NGO等が様々な提案をしている。しかし、小さな矩形の小住宅のモデルは提案

されているが、自由に設計するときに参照する基準はまだない。パキスタンで施工例の多い

Confined masonry（ブリックを先に積み、あとで配筋された柱、梁などにコンクリート打設す

る工法、型枠を節約できるので、鉄筋コンクリートのフレーム構造にブリック壁を積む工法よ

り経済的である）についての設計基準もまだ開発段階である。

　　この点に関しては、既に日本の建築研究所、三重大学、政策研究大学院、パキスタン、イン

ドネシア、ネパール、トルコ、ペルーなどが共同研究を実施しており、この共同研究の方向を

発展させていくことが考えられる。この研究のパキスタン側機関はプレストン大学、ペシャ

ワール工科大学、民間コンサルタントである。ペシャワール工科大学の Qaisar Ali 氏は

2007 Building Code を監修した PEC Core Group のメンバーでもある。日本で耐震工学を大学

院で勉強した人、建築研究所等で研修を受けた人がパキスタンにはたくさんいる。こうした人

的資源を活用できる。

　　日本がもつ大型の振動試験装置が研究に貢献できる。

　　パキスタンのブリックはすべてソリッドであるが、南欧で多い、建物軽量化のための穴あき

ブリック（Hollow clay brick）の導入も検討の価値があると考えられる。

（3）パキスタン独自 Building Code の策定

　　建築基準、設計基準、工業規格、標準仕様書はそれぞれ参照し合いながらひとつの体系を形

づくっている。他国のモデルとなる基準も採用できるという選択肢を残したうえで、パキスタ

ン独自の基準づくりが必要と考えられる。基準は技術の進歩とともに年々改訂されていくのが

通例であるが、独自に基準づくりをしない限り、この改訂作業はできない。2007 Building Code

作成に参加しなかった PMD、GSP も参加して基準をつくるべきである。そうでないと構造工

学に必要な活断層、強震記録などの整備が進まない。
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　　独自基準でないと自由な出版、ウェブを通しての普及が困難である。アメリカのIBC、ACI、

アメリカ土木学会（ASCE）、ASTMなどの基準を購入するのは経済的に大きな負担である。EU

は Eurocode、European Norm（EN）の普及に積極的であるが、その購入は高い買い物である。

各種工業規格は ISO に統一されていく傾向にあり、単位も SI 単位系に統一されつつあるが、

設計基準はどの国でも無償で使える制度とはなっていない。

（4）上記 3項目を進めるにしても、まずは地震防災についての現状認識を共有するため、パキス

タンの地震工学、耐震工学分野の指導的人物を組織する必要があり、そのために長期専門家を

コーディネーターとして配置することが考えられる。
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